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岩崎　美智子 兵庫県訪問看護ステーション連絡協議会　常務理事

尾島　俊之 浜松医科大学　教授

かじ　幸夫 神戸市市会議員

小谷　穣治 神戸大学医学部　教授

堂内　克孝 神戸市自治会連絡協議会　会長

西　　昂 神戸市民間病院協会　会長

西垣　千春 神戸学院大学総合リハビリテーション学部社会リハビリテーション学科　教授

橋本　加代 兵庫県栄養士会　会長

東　康夫 健康保険組合連合会兵庫連合会　副会長

丸山　美津子 兵庫県看護協会　会長

百瀬　深志 神戸市歯科医師会　会長

森本　真 神戸市市会議員

安田　理恵子 神戸市薬剤師会　会長

山下　淑子 神戸市婦人団体協議会　理事　

山田　実 筑波大学人間系　教授

山本　のりかず 神戸市市会議員

吉田　健吾 神戸市市会議員
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神戸市保健医療審議会委員名簿（令和６年度）
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災害時の保健医療提供体制の確保
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１．前回までの振り返り

１

能登半島地震被災地で感じた課題 対応方針
課題①（初動期における対応）
被災地⾃治体の保健師など保健医療活動に
従事する職員がもともと少ないうえに、職
員⾃身が被災されていることもあり、初動
期における対応が遅れた

①災害時の出勤数を想定し、発災後の各フェーズ毎（24時間以内、72時間以内、
１週間以内）にやるべきことを、職員不⾜な場合にも対応できるよう、整理して
おく

②経験年数や職種を問わず、保健医療調整本部が初動対応できるよう、発災後24
時間以内にやるべきことをアクションカードに落とし込み、アクションカードを
活⽤した訓練を⾏う

③「神⼾市地域災害救急医療マニュアル」に基づき保健医療調整本部・区役所等と、
初動期を想定した合同訓練を⾏う

課題②（保健医療活動に関する受援体制の構築）
保健医療活動に関する受援対象業務や必要
な職員数が整理されていないため、次々と
来る支援チームからの支援に関する問い合
わせや、支援チーム活動の指揮調整が非常
に難しい状況であった

災害時における受援対象業務を整理し、支援チームの具体的な役割や必要な職員数
を想定した『医療専⾨職の受援計画』を策定する。特にDHEATは、保健医療調整
本部を補完する役割を担うことから、必要な職種・⾃治体（政令市に限るなど）も
含めて検討が必要

課題③（情報連携）
⾃治体内、⾃治体間、支援チーム間との保
健医療活動に関する情報共有や連携が不⼗
分だった

①⾃治体内（健康局、区役所、危機管理室、福祉局、こども家庭局）、⾃治体間
（兵庫県）、⾃治体 と支援チーム間の情報共有の流れを明確化し、『神⼾市地域
災害救急医療マニュアル』に明記

②要フォロー者の情報共有の仕組みを検討



〇１次救急
外来治療だけで帰宅可能な軽症者対象

〇２次救急
入院・手術が必要な中等～重傷者対象

〇３次救急
生命に危険のある重篤患者対象

傷病者

各区救護所
対応可能な地域診療所

災害対応病院（２次救急）

災害拠点病院（３次救急）

神戸市第二次救急病院協議会加盟病院
その他民間病院

バックアップ支援

（１次救急）

神戸市医師会（D-Komet）
神戸市歯科医師会
神戸市薬剤師会

神戸市
保健医療調整本部
（区救護班含む）

情報連携
広域調整
後方支援

R6〜R7年度に体制強化

R6年度に体制強化

２．令和６年度の取り組み
傷病者の症状や緊急度に応じた適切かつ迅速な医療救護を実施

２



２．令和６年度の取り組み

３

（１）災害時における2次救急の強化（災害対応病院の全区設置とバックアップ体制の確保）

①災害時に各区の拠点病院となる災害対応病院を全区配置（6病院→11病院）

②⼆次救急病院協議会加盟病院、⺠間病院が災害対応病院をバックアップ支援

神⼾市第⼆次救急病院協議会加盟病院
その他⺠間病院



２．令和６年度の取り組み

４

（２）災害時における1次救急の強化（初動体制の強化及び連絡体制の確保）
①救護所の体制強化
南海トラフ地震の発⽣直後は、外部からの医療支援チーム（DMAT等）の応援は期待できないため、
神⼾市医師会による「災害時神⼾メディカルチーム(D-Komet)」の協⼒により、救護所体制を強化

各区救護所

神⼾市医師会 災害時神⼾メディカルチーム（D-Komet）
医師１名看護師１名業務調整員１名を最低人数として構成

・南海トラフ地震のような広域災害において、救護所で応急処置などにあたる。
・神⼾市との救護協定に基づき、傷病者に対する応急処置、トリアージ、搬送困難な患者、軽症患者などに対する医療等を実施

D-Kometとは



２．令和６年度の取り組み

５

（２）災害時における1次救急の強化（初動体制の強化及び連絡体制の確保）

災害時における重傷患者の受け⼊れの拠点となる災害対応病院や、応急処置を⾏う救護所の⽴ち上げに必
要な関係機関と、発災後急性期からスムーズな情報連携を⾏い、速やかに医療提供体制を確保するため、
通信障害が発⽣した際にも情報共有が可能な体制を整備

（R6）災害対応病院（11箇所）（災害時各区の拠点となる病院）中央市⺠病院（災害拠点病院）へ
衛星通信回線（スターリンク※）を設置

（R7）以下の箇所に衛星通信回線（スターリンク）を追加設置

①区役所10か所・北須磨支所（各2台︓区保健福祉課・最初に開設する救護所）
②神⼾市医師会（1台） ︓ 救護所で救護活動を⾏う医療チームの編成

「災害時神⼾メディカルチーム（D-Komet）」を担う。
③神⼾市薬剤師会（1台）︓ 医薬品等の調整を⾏う。

※スターリンク︓アンテナ、Wi-Fiルータを設置することで、災害時でも携帯電話などインターネット回線が利⽤可能となる衛星通信サービス
（ルータの半径約８メートル以内で利⽤可能）

②連絡体制の確保



２．令和６年度の取り組み

６

③訓練の実施

〇市保健医療調整本部の各班ごとに、優先して⾏うべき業務内容や必要な職員数に関する整理を
⾏い、受援計画を作成するとともに、発災後24時間以内のアクションカードを作成した

〇９月に、作成したアクションカードをもとに市調整本部としての机上訓練を実施。訓練結果の
検証を⾏い、必要な⾒直しを⾏った

〇１月に、災害初動期を想定した全市防災訓練において、アクションカードをもとに、区役所を
はじめとした庁内関係部局との情報連携について検証を⾏った

〇２月に、市保健医療調整本部と区役所と関係機関との初めての合同訓練を実施。
救護所設置に向けた関係機関との情報連携について検証を⾏った（詳細次ページ）

（２）災害時における1次救急の強化（初動体制の強化及び連絡体制の確保）



２．令和６年度の取り組み

７

医療体制（救護所）の確保に向けた訓練（令和７年２月８⽇）

【参加者】
市医師会、市⻭科医師会、市薬剤師会、災害対応病院
中央区医師会、中央区⻭科医師会、中央区薬剤師会、神⼾市

【対象時期】初動期

【訓練内容】
〇救護班編成のための情報連携訓練
〇トリアージ訓練
〇災害対応病院との情報連携訓練



３．訓練を踏まえた課題

８

医療体制（救護所）の確保に向けた訓練（令和７年２月８⽇）実施後の意⾒
（参加者事後アンケート及び、訓練振り返り会議での主な意⾒より抜粋）

①団体間の連携について
・各機関の連絡系統を互いに把握し、窓口を明確にしておく必要がある。
・（衛星通信回線も含め）情報連携のツールも普段から慣れておかなければすぐに使えない。

②団体内の連携について
・情報共有には、クロノロが⼤切。誰でも書けるようトレーニングしておく必要がある。
・各団体において、BCPやマニュアルを定期的に⾒直す必要がある。

③救護所での連携について
・救護所における患者情報の可視化、引き継ぎ方法を明確にしておく必要がある。
・多職種間での情報の共有方法を明確にしておく必要がある。

団体間、団体内、本部と救護所、救護所内、のあらゆる場面で
情報連携の整理が必要であり、平時から定期的なトレーニングが必要



４．今後取り組むべき対応方針

９

①連絡系統の整理と関係機関での共有
⇒関係機関の役割を明⽰する「神⼾市地域災害救急医療マニュアル」の改定

②救護所内での情報共有と役割分担の整理
⇒救護所の運⽤ルールを明⽰する「救護所マニュアル」の作成検討

関係機関と合同での訓練を実施し、検証を⾏いながら、発災後
速やかに関係機関との連携体制を確⽴できるよう備える



令和７年度スケジュール（予定）

10

【机上訓練】
実施時期 ︓令和７年６月頃
実施内容 ︓①衛星通信回線の設置に伴い、修正するアクションカードの検証

②新任職員を中心とした初動対応の確認
【合同訓練】
実施時期 ︓スターリンク設置後随時
参加依頼先︓市医師会、市⻭科医師会、市薬剤師会、災害拠点病院、災害対応病院など
実施内容 ︓①発災後24時間以内における初動対応

②神⼾市保健医療福祉調整地域本部の⽴ち上げと関係機関との連絡体制構築



ペット同⾏訓練

11

①須磨区総合防災訓練におけるペット同⾏訓練（令和６年10月6⽇）
【参加者】 神⼾市獣医師会・市職員・ペットの飼い主

【訓練内容】
・避難所概要及びペットとの避難ガイドライン説明
・ペット連れでのペット同⾏避難の受付及びペット⼀時飼育場所設営訓練
・同⾏避難に備えたペットのしつけと健康管理講習（神⼾市獣医師会）
※ペット連れ同⾏避難訓練実施に向けたシミュレーションを、令和６年６月16⽇
北区「こうべ動物共⽣センター」で実施している

②中央区・灘区合同、北区、⻄区の総合防災訓練でのペット同⾏避難展⽰等
【参加者】 市職員・ペットの飼い主

【展⽰等内容】
・「災害時のペットとの同⾏避難ガイドライン」やペット⽤災害備蓄品等の展⽰
・避難所でのペット⼀時飼養場所の設営例展⽰⼜は設営訓練の実施

（参考）防災わんにゃんフェスティバル（令和７年１月26⽇）
【参加者】ペットの飼い主等約２００人

【実施内容】
・災害対策に関するセミナーや防災グッズ作成体験
・災害対策に関する展⽰
・ペット同⾏避難する際の地域の安全確認マップを作成した⼩学⽣の表彰式

ペットあり

ペットなし



（参考）防災レシピコンテストの実施

①概要
阪神・淡路⼤震災から30年となる節目を迎えるにあたり、特に震災を経験していない若い
世代にむけて、災害への備えを推進するとともに、防災への関心を高めるため、備蓄食品
やローリングストック品等を使った、災害時に活⽤できる料理のレシピコンテストを開催。

②コンテスト結果
兵庫県下５８作品の応募があり、１１作品が受賞
最優秀賞
・ソースの⾹りで元気アップ↑「神⼾そばめし」
優秀賞
・⽕も包丁も使わない︕栄養満点︕「切⼲⼤根と鯖味噌の和えサラダ」
・パクっと食べる、「おいなりビーフン」 12



（参考）「神⼾市⻭科⼝腔保健推進検討会」での意⾒・課題

「災害時⻭科保健対策」を議題に開催（令和7年2月25⽇）

13

＜2⽉８⽇の合同訓練を踏まえた主な意⾒・課題＞

①情報連携について

➡ 緊急時の連絡先について、電話以外の手段や連絡先の人数（第１・第２・３・・）を
つながらないことを想定して、増やしておく必要がある

➡ 携帯電話等、連絡できないことを前提に区役所に集まることにしている

②開業している区に⻭科医師が居住していないケースも相当数ある

➡ 夜間等、被災地区に⼊れない場合の想定を市全体で考えておく必要がある

③備蓄品について

➡ 必要物品の確認・手配のルート・保管といった運⽤をあらためて検討する必要がある













 

 

 

 

 

【背  景】 

災害発生直後の急性期に、被災地の医療機関等が医療活動にすぐに取り組めない事態を想定し、国に

おいて、厚生労働省の認めた専門的な研修・訓練を受けた災害派遣医療チーム（DMAT）が活動する仕組

みが構築されている。 

しかし、南海トラフ地震では甚大な被害が発生し、被害が広域におよぶ可能性が高く、DMAT 等外部

からの医療的支援が神戸市に来るまでに時間がかかることが想定される。そのような場合でも、発災直

後の急性期から速やかに救護所を立ち上げ、医療提供体制を確保する必要がある。 

そこで、地元医療関係者等で医療救護活動を行う「災害時神戸メディカルチーム（D-Komet）」が、神

戸市医師会により準備されている。 

発災後、多くの負傷者に対する対応を行うためには、早期に救護所を設置する必要があり、救護所の

設置は、各区役所で判断することとしている。そのため、市役所（健康局）、各区役所、救護所で救護

活動を行う医療チームの編成を担う市医師会、医薬品等の調整を行う市薬剤師会、その他関係機関が密

接に連携を取る必要があり、情報連絡体制を確立することが非常に重要となる。 

 

 

【事業概要】 

通信障害が発生した場合でも、各区本部で発災後急性期に立ち上げる救護所（拠点となる救護所）

や、関係機関とスムーズな情報連携・連絡調整を行うため、区役所・支所、及び医師会、薬剤師会へ衛

星通信回線を設置する。 

また、医師会等関係機関とともに、発災直後の急性期における情報連絡体制を確保するためにも、各

区において関係機関を交えた初動対応の訓練を実施する。 

 

設置場所  ：区役所 10 ヶ所・北須磨支所(各区２台：保健福祉課・拠点となる救護所)、 

神戸市医師会(１台)・神戸市薬剤師会(１台) 

 

スケジュール：令和 7年春頃 衛星通信機器を各区・神戸市医師会・神戸市薬剤師会へ設置 

令和 7年度中 各区にて初期対応にかかる情報連絡訓練の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（衛星通信回線アンテナ） 

 

 

問い合わせ先           

健康局 保健課 担当 高西・橋本、外線 322-5781（内線 3115） 

 

事業名 災害時の医療連絡体制の確保 
新規・拡充 

予算額 9,760 千円 

主要施策：（柱）１（カテゴリー）災害対応力の向上 

1

資料４



 

 

 

 

 

 

 

【背  景】 

家族形態の変化などにより、市立墓園の墓地では、2015 年度（平成 27年度）以降、返還される区画の

数が新規許可を上回る状況が続いている。 

一方で、2018 年度（平成 30 年度）より供用を開始した鵯越合葬墓では、毎年 1,300～2,000 件程度の

使用許可を行っており、承継を前提としない墓地のニーズが高まっていることを示している。 

 このような状況を踏まえ、「神戸市立墓園のあり方を検討する有識者会議」（2023 年４月報告書提出）

において「墓じまい・無縁化増加への対応」や「自分で生前に墓を考える時代の到来への対応」として

提言のあった新たな形態の墓地を整備し、市立墓園のセーフティネットとしての役割を果たしていく。 

 

【事業概要】 

１ 「期限付墓地」の供用開始  

 子や孫に承継を前提としない墓地への需要の高まりに対応するため、あらかじめ墓石の撤去や合葬

墓への改葬を制度に組み入れた「期限付墓地」を鵯越墓園内に整備（255 区画）し、供用を開始する。 

 ・使用期間：15 年 

・使用料：35 万円（合葬墓への改装費用含む） 

 

（今後のスケジュール） 

 2025（令和７）年度 夏頃募集、供用開始（年間供用予定数 30 区画） 

 

 

 

２ 「樹林葬墓地」の整備（72,100 千円） 

  自然回帰志向の高まりに対応するため、山林の形状を活かした新たな形態の「樹林葬墓地」の整備を

進める。 

・ひよどりごえ森林公園（北区）内に墓地区域を設定 

 ・個々の樹木を墓標とせず、エリアとなる樹林内に埋蔵 

（埋蔵予定数 1,600 体、１年あたり 80体、供用年数 20 年間） 

 ・供用・管理期間：20年間 

（その後 30 年間をかけて自然遷移、50年後に山林に戻す） 

   

（今後のスケジュール） 

 2025（令和７）年 夏頃  整備工事開始、使用料設定 

  2026（令和８）年 ３月頃 募集開始 

         夏頃  供用開始 

 

問い合わせ先           

健康局斎園管理課 担当 中村・大中、外線 322-6630 (内線 3323) 

事業名 新たな墓地ニーズへの対応 
新規・拡充 

予算額 72,100 千円 

主要施策：（柱）１（カテゴリー）くらしの安全・安心を守る 

【イメージ（西神墓園）】 

【イメージ】 
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【背  景】 

西神戸医療センターは神戸西地域の中核病院であり、また、近隣には他に総合病院が少ないことから

患者が多く、今後も高齢化により患者数が高水準で推移することが見込まれるため、診療体制の強化が

急務である。 

 

 

【事業概要】 

高齢化などによる患者増加の状況をふまえ、神戸西地域の中核病院としての役割を果たしていくため、

診療体制の強化を図る。具体的には、手術室及び外来診察室の増設に着手する。 

 

（1）手術部門 

・手術室を２室増設（８室→10 室）し、診療体制の強化を図る。 

 

 (2) 外来部門 

・診察室を４室増設（50室→54 室）することで、待ち時間の短縮を図る。 

 

 

【スケジュール】 

・2025（令和７）年度   設計・工事着手 

・2027（令和９）年夏頃  供用開始予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先           

健康局 地域医療課 担当 梅澤・上田、外線 322-5246（内線 3372） 

 

事業名 地域医療の確保 

（西神戸医療センターの診療体制の強化） 

新規・拡充 

予算額 221,000 千円 

主要施策：（柱）１（カテゴリー）健康づくりの推進・医療の充実 
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【背  景】 

１ 小学校の児童の約 35％がむし歯である（全国・令和５年度） 

２ 神戸市の小学生の歯の状況 

 ・健康格差の拡大：5 年間で区ごとの格差が拡大 2.2 倍（令和元年度）⇒ 3.8 倍（令和 5 年度） 

３ 歯が多い高齢者は、健康寿命が長い 

 ・歯が少なくなるとオーラルフレイル（口腔機能が低下した状態）になる 

 ・オーラルフレイルになった人は、要介護状態のリスクが 2.4 倍になる 

※虫歯（子ども）⇒ 歯の喪失（大人）⇒ フレイル（高齢者）⇒ 要介護  

４ 虫歯予防にはフッ化物洗口が有効 

・むし歯予防には、有効性、安全性の観点から CDC（米国疾病予防管理センター）や WHO（世界保

健機関）をはじめ様々な関係機関により、科学的根拠に基づくフッ化物利用が推奨されている。 

・新潟県では全国に先駆けて 1970 年より小学校でフッ化物洗口を実施した結果、12 歳の永久歯の

むし歯数が全国最少 

・子どもの頃フッ化物洗口した人は、しなかった人より 30～40 歳代になってもむし歯が少ない

（1.5 倍の差）※厚生労働省の追跡調査 

  ５ １～４を踏まえ有識者会議（神戸市歯科口腔保健推進懇話会）での検討 

   （示された方向性） 

・むし歯を予防するために、フッ化物洗口液を配付し家庭で実施 

・さらに、全市平均よりもむし歯率の高い学校を重点校として、1 年生を対象に「学校においてフ

ッ化物洗口」を実施 

 

【事業概要】 

上記の有識者会議（神戸市歯科口腔保健推進懇話会）において示された方向性により、以下の通り令

和 7 年度から小学校におけるフッ化物洗口事業をモデル実施する。 

① 家庭へのフッ化物洗口液の配付（38,688 千円）（新規） 

   全校の 5年生・6年生を対象に、家庭内で洗口ができるようフッ化物洗口液を配付する。 

 

② 重点校を対象とした小学校での集団洗口（10,750 千円）（新規） 

   むし歯数が神戸市平均より多い学校を「重点校」として、そのうち 5 校で 1 年生を対象に集団洗

口を実施する。他都市において学校でのフッ化物洗口は教員により実施されている例が多いが、教

員の働き方改革の状況を踏まえ、外部人材により実施する。 

  ※小学生が行うフッ化物洗口：フッ化ナトリウム溶液（10ml）を用いて、週 1回 1 分間ブクブクうが

いを行う永久歯のむし歯予防法 

 

事業名 フッ化物洗口による小学生のむし歯予防 
新規・拡充 

予算額 55,800 千円 

主要施策：（柱）１（カテゴリー）健康づくりの推進・医療の充実 
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【参考】 

「全校を対象に家庭へのフッ化物洗口液の配付」と「外部人材の活用した小学校での集団洗口」を組

み合わせた取り組みは全国初 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先           

健康局保健所保健課 担当 高西・渡辺・古田 外線 322-6516（内線 3350） 
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